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はしがき 

 

近年、新型コロナウイルス感染症等によりデジタル化の重要性が認識され、政府において

も 2020年に「デジタル社会の実現に向けた改革の基本方針」が閣議決定され、2021年にデ

ジタル庁が発足したところである。 

また、グリーン化の推進が国際的な潮流となっており、我が国でも、2020 年に「2050 年

カーボンニュートラル」を目指すことが宣言された。 

本調査研究会では、こうしたデジタル化・グリーン化の進展をはじめ、近年の経済社会構

造の変化を踏まえて考えられる将来の地方税制のあり方について、現時点において技術的・

政策的な実現可能性が高いものであることは必ずしも求めず、幅広く議論を行った。 

今回の調査研究に当たり、御多忙のところ委員をお引き受けいただいた先生方に心から感

謝を申し上げる。 
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Ⅰ 本年度の研究会における研究テーマ 

 

 我が国では、2000 年にＩＴ基本法が成立して以来、様々な分野でデジタル化の取組みが

進められてきた。新型コロナウイルス感染症等によりデジタル化の重要性が改めて認識され、

政府においても 2020 年に「デジタル社会の実現に向けた改革の基本方針」が閣議決定され

るとともに、2021年にデジタル庁が発足したところである。 

また、グリーン化の推進が国際的な潮流となっており、我が国でも、2020 年に「2050 年

カーボンニュートラル」を目指すことが宣言され、2023 年にはＧＸ実現に向けた基本方針

のとりまとめが行われた。 

こうしたデジタル化・グリーン化時代の到来を踏まえれば、将来のあるべき地方税制の姿

も変化しているものと考えられ、経済社会構造の変化を踏まえた地方税制のあり方について、

令和５年度から「デジタル化」及び「グリーン化」をキーワードとして検討を行っている。 

令和６年度は、関係者からのヒアリングを中心に行い、これらのテーマについて研究を行

った。 

（デジタル化関係） 

 ・ 米国における税務手続のデジタル化等 

 ・ 練馬区における個人住民税賦課徴収業務における課題とＡＩの活用 

 ・ デジタル化と米国の地方法人課税 

（グリーン化関係） 

・ 滋賀県における交通税の検討状況 

・ 横浜市における市税等のグリーン化 

 

また、本研究会の下に「自動車関係諸税に係る調査研究ワーキンググループ」を設け、自

動車関係諸税についての調査・研究を行った。同ワーキンググループについては、別冊（「自

動車関係諸税に係る調査研究ＷＧ報告書」）を参照されたい。 

 

Ⅱ デジタル化時代にふさわしい地方税制のあり方 

 

１ 税務行政のデジタル化について 

 

本調査研究会では、まず、我が国における地方税務手続き等のデジタル化について概観し

た上で、自治体国際化協会ニューヨーク事務所より、米国における税務行政のデジタル変革

について説明を受けた。その概要は以下のとおりである。 
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＜ＡＩ等を活用した不正防止の推進＞ 

・ 限られた予算、人員の中でタックスギャップ（本来の税収と現実の税収の差）を埋

めるため、米国ではＡＩを活用した不正防止を推進している。 

・ ＩＲＳ（内国歳入庁）では、主に納税者が申告した収入と、雇用主や金融機関などの

第三者からＩＲＳに報告された収入情報を自動比較するシステムや、申告された税務情

報を分析し、詐欺的な行為や誤りを事前に検出するシステム、納税者が税法に基づいて

正確に申告しているかを検証する監査により、税務コンプライアンス対策を行っている。 

・ インフレ抑制法の施行前からの資金不足により、富裕層の申告に対する監査率が低下

し、十分に富裕層の申告の監査ができていなかった。そのため、直近では、ＡＩ等の活

用により、より複雑な富裕層の申告に対する監査を重点化する傾向にある。 

・ ニューヨーク州では、予算ひっ迫による人員減少の中で、より多くの監査を行ってお 

り、そのターゲットは低い税率の州に移動・リモートワークをしている富裕層と言われ

ている。州の税務監査官とＡＩプログラムが携帯電話の記録を調べ、納税者が生活の大

半をどこで過ごしたかを調べている。 

・ ＡＩの監査等での使用に関する直近の課題について、人種間での監査率の格差がある

と言われている。その原因として、監査対象選定のアルゴリズムにバイアスがある可能

性が言及されており、監査プロセスにおける包括的なレビューが必要と指摘されている。 

 ＜チャットボット等によるコミュニケーション改善＞ 

・ コロナ禍の対応を契機に、各州政府・地方政府・ＩＲＳにおいてチャットボットの利

用が進んでいる。多くの場合、簡単に回答できる質問をチャットボットで回答し、電話

受付担当者がより多くの労力を要する質問に集中できるように構成されている。 

・ 生成ＡＩについても米国の各州で導入が検証されているところであり、カリフォルニ

ア州では、コールセンターの職員に対し州の税法のアドバイスを生成ＡＩにより行う概

念実証（実現可能性などの検証）を進めている。生成ＡＩへ個人情報などを入力するこ

となく、州のセキュリティにも準拠しながら職員に対する支援という形で生成ＡＩの実

証を進めている。 

・ ニューヨーク市では、中小事業者支援用のチャットボットを導入し市民へ提供してい 

るが、誤った回答が提供される場合がある。ただし、チャットボットの利用開始前に不

完全・不正確な情報が提供される場合があることを市民に同意してもらうことで、リス

クを開示しながらチャットボットを継続する方針である。 

・ チャットボットにより誤った回答があり、市民がそれを信じた結果何か法的な問題が

生じた際に訴訟が提起されるといった情報は今の段階では無い。 
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・ ニューヨーク州では、予算ひっ迫による人員減少の中で、より多くの監査を行ってお 

り、そのターゲットは低い税率の州に移動・リモートワークをしている富裕層と言われ

ている。州の税務監査官とＡＩプログラムが携帯電話の記録を調べ、納税者が生活の大

半をどこで過ごしたかを調べている。 

・ ＡＩの監査等での使用に関する直近の課題について、人種間での監査率の格差がある

と言われている。その原因として、監査対象選定のアルゴリズムにバイアスがある可能
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 ＜チャットボット等によるコミュニケーション改善＞ 

・ コロナ禍の対応を契機に、各州政府・地方政府・ＩＲＳにおいてチャットボットの利

用が進んでいる。多くの場合、簡単に回答できる質問をチャットボットで回答し、電話

受付担当者がより多くの労力を要する質問に集中できるように構成されている。 

・ 生成ＡＩについても米国の各州で導入が検証されているところであり、カリフォルニ

ア州では、コールセンターの職員に対し州の税法のアドバイスを生成ＡＩにより行う概

念実証（実現可能性などの検証）を進めている。生成ＡＩへ個人情報などを入力するこ

となく、州のセキュリティにも準拠しながら職員に対する支援という形で生成ＡＩの実

証を進めている。 

・ ニューヨーク市では、中小事業者支援用のチャットボットを導入し市民へ提供してい 

るが、誤った回答が提供される場合がある。ただし、チャットボットの利用開始前に不

完全・不正確な情報が提供される場合があることを市民に同意してもらうことで、リス

クを開示しながらチャットボットを継続する方針である。 

・ チャットボットにより誤った回答があり、市民がそれを信じた結果何か法的な問題が

生じた際に訴訟が提起されるといった情報は今の段階では無い。 

 ＜電子申告を容易にするための無料申告ツールの導入＞ 

・ 米国では年末調整の制度が無いため、多くの個人が確定申告を行う。連邦所得税の申

告方法は、会計士等への依頼、市販ソフトウェアの利用、ボランティアによる申告支援

がある。このうち、市販ソフトウェアの利用については、一定所得以下の納税者を対象

とした無料サービス（Free File）がＩＲＳ提携プロバイダから提供されている。 

・ ＩＲＳのウェブサイトには、Free Fileに参加している全プロバイダのリストが掲載

されており、納税者はこのリストを利用して、自分の所得や住んでいる州で検索し、最

も適したプロバイダを選択することができる。各プロバイダは、無料サービスを提供す

る際に、サービスの質、プライバシー保護、セキュリティ対策など一定の基準を満たす

必要がある。 

・ 州とプロバイダが個別に提携している場合は、州税もあわせて無料で申告すること 

が可能。提携していない州は、州独自の電子申告ポータルを有することが大半である。 

・ Free Fileにより当初全申告の 70％をカバーすることを目標としていたが、実際の利

用率は３％と、低迷している。その原因としてＩＲＳのＰＲ不足やプロバイダの有料サ

ービスへの誘導等が指摘されている。この状況を解消するため、2022年にインフレ抑制

法において、ＩＲＳが直接運営する無償申告サービス「Direct File」の実現を検討す

ることが法律上義務付けられた。 

・ Direct File は、質問に答えていくインタビュー形式で申告書を作成することが可能

である。2024年は試行的に 12の州において簡単な申告内容に限定して導入され、2025

年には全米の納税者を対象とする方針である。州税においてはＩＲＳへの申告内容をあ

らかじめ取り込むことが可能である。 

 ＜混雑課金（ロードプライシング）における電子料金徴収へのインセンティブ＞ 

・ ニューヨーク市のマンハッタン中心部の混雑を緩和するとともに、公共交通への投資

の財源を確保するため、全米初の混雑課金（Congestion Pricing）が 2024年６月末に

導入される予定だったが、ニューヨーク州は労働者階級や中流階級の家庭への負担増を

避けるため、混雑課金の導入の無期限停止を発表している。 

・ 混雑課金を導入するにあたっての徴収スキームは、日本のＥＴＣに近いものである。

既に全米の有料道路等で導入されている電子料金徴収システムを市内の約 120 か所に

設置した。仕組みとしては、車載されている装置を外のアンテナから読みとり、装置に

紐付けられた銀行口座やクレジットカードから自動的に料金が引き落とされるもの。装

置が車載されていない場合は、カメラがナンバープレートを撮影し、ＤＭＶ（陸運局）

から提供される車両の所有者の住所へ請求書を郵送するという仕組みになっている。こ

の車両の所有者の住所情報の利用については、法律上の根拠が存在している。 
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・ 電子料金徴収システムに対応するユーザーには、課金額でのインセンティブを付与し

ている。例えば乗用車であれば、電子料金徴収システムに対応していない車両の料金は

対応している車両の料金の約 1.5倍である。その他、低所得者に対する割引や有料のト

ンネルを経由した場合の割引等、電子料金徴収システム対応でないと把握できない割引

があるため、結果的に電子料金徴収システムに対応するユーザーのインセンティブにな

っている。 

・ 混雑課金が租税か否かという点については、法律で利用料の部分に条項が記載されて

いるため、少なくとも立法者は租税では無く料金であると認識していると思われる。 

・ 混雑課金について、利用者が移動してきた経路を全て把握することがプライバシーの

侵害になるのではないかという議論は、今のところ無い。 

 

＜本調査研究会における主な意見＞ 

・ 地方公共団体職員の数が減少していく中で、マンパワーの減少をどのように補ってい

くか、ＡＩやその他デジタルの活用を検討していくべき。 

・ ノウハウのある職員、ベテラン職員が辞めていく中でどうやってノウハウを継承する

かということも大きな課題である。 

・ 今後地方公共団体職員が減少することが見込まれるため、固定資産税の評価について、

ある程度自動化できるようなシステムが必要なのではないか。 

・ ＡＩ化・デジタル化により将来的に雇用を奪うという認識なのか、マンパワーの不足

を埋めていくという認識なのか、むしろ行政サービスのクオリティーが高まっていくと

いう認識なのか。事前に認識を共有しておくことが重要。 

・ eLTAXの役割が大きくなっている中で、責任の所在をしっかり考えるべき。データの

持ち方も含め、eLTAXやマイナポータルの役割分担を整理すべきである。 

・ ロードプライシングについて、日本でも観光客の車の増加により、救急車や消防車が

到着できない等、住民に負担がかかっている事例もあり、今後検討に値するのではない

か。 
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ている。例えば乗用車であれば、電子料金徴収システムに対応していない車両の料金は

対応している車両の料金の約 1.5倍である。その他、低所得者に対する割引や有料のト

ンネルを経由した場合の割引等、電子料金徴収システム対応でないと把握できない割引

があるため、結果的に電子料金徴収システムに対応するユーザーのインセンティブにな

っている。 

・ 混雑課金が租税か否かという点については、法律で利用料の部分に条項が記載されて

いるため、少なくとも立法者は租税では無く料金であると認識していると思われる。 

・ 混雑課金について、利用者が移動してきた経路を全て把握することがプライバシーの

侵害になるのではないかという議論は、今のところ無い。 

 

＜本調査研究会における主な意見＞ 

・ 地方公共団体職員の数が減少していく中で、マンパワーの減少をどのように補ってい

くか、ＡＩやその他デジタルの活用を検討していくべき。 

・ ノウハウのある職員、ベテラン職員が辞めていく中でどうやってノウハウを継承する

かということも大きな課題である。 

・ 今後地方公共団体職員が減少することが見込まれるため、固定資産税の評価について、

ある程度自動化できるようなシステムが必要なのではないか。 

・ ＡＩ化・デジタル化により将来的に雇用を奪うという認識なのか、マンパワーの不足

を埋めていくという認識なのか、むしろ行政サービスのクオリティーが高まっていくと

いう認識なのか。事前に認識を共有しておくことが重要。 

・ eLTAXの役割が大きくなっている中で、責任の所在をしっかり考えるべき。データの

持ち方も含め、eLTAXやマイナポータルの役割分担を整理すべきである。 

・ ロードプライシングについて、日本でも観光客の車の増加により、救急車や消防車が

到着できない等、住民に負担がかかっている事例もあり、今後検討に値するのではない

か。 

 

 

 

 

 

関連して、東京都及び横浜市から、実務における課題等について、次のコメントがあった。 

（東京都） 

・ eLTAX とマイナポータルを活用した納税通知書のデジタル化を検討中と聞いている。

東京都の場合、主な賦課税目として固定資産税、自動車税があり、それぞれ数百万件単

位の納税通知書を郵送しているが、住所違い等により返送される例も相当数発生してい

る。納税通知書のデジタル化が実現すれば、納税通知書の不達や紛失のおそれもなくな

り、納税者の利便性向上に大きな効果があると考える。 

・ 都道府県の税務事務では、市町村と異なり住民基本台帳を保有していないため、情報

を照会して課税情報にマイナンバーを紐づけているが、件数が膨大であることなどによ

り紐づけ作業に多くの手間と時間を要している。都道府県におけるマイナンバーの円滑

な紐づけが進むよう、国において検討してほしい。 

・ 地方公共団体が提供する税務システムについては、総務省の定めるガイドラインによ

り、無線ＬＡＮを利用しないこととされ、庁舎外での使用が認められていない。無線Ｌ

ＡＮによる税務システムのオンライン利用が可能となり、モバイル端末を活用した税務

調査等の事務が行えるようになれば、納税者ニーズ等へのきめ細かな対応が可能となる

と考える。 

 

（横浜市） 

・ ベテラン職員の退職によるスキルの喪失、異動短期化によるスキル蓄積不足という課

題はどこの地方公共団体でも同じで、横浜市でも、ここ数年の大きな課題である。それ

らに加え、今後は採用そのものが難しくなり、採用される職員のレベルの低下という課

題もある。経験が浅い人でも業務を行うためには、新技術を活用することも有効だと思

う。 

・ ＡＩなどを活用し、誰でも事務をできる環境づくりも進めつつ、税務など分野ごとの

スペシャリストの養成も重要である。 
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２ 地方団体におけるＡＩの活用について 

 

次に、練馬区及び富士通 Japanより、練馬区の賦課徴収業務におけるＡＩの活用について

説明を受けた。その概要は以下のとおりである。 

 

 ＜個人住民税賦課徴収業務における課題とＡＩの活用＞ 

・ 地方公共団体の職員数は減少傾向にあり、今後も減少傾向は続くと思われる。ＡＩ導

入を含めた、地方公共団体のデジタル化が必要である。 

・ 住民税の賦課業務は地方公共団体職員の業務の中でも負荷が高い業務であり、大量の

課税資料の不整合を短期間で処理するため、多くの人手が必要である。 

・ 練馬区で導入している住民税賦課ＡＩでは、ＡＩが事前に修正不要な資料を分類し、

見直すべき項目を推薦するなどＡＩが適切な修正方法を提示することができる。 

・ また、人事異動で蓄積が困難な課税資料の修正ノウハウを、ＡＩによって過年度の課

税資料情報と修正履歴を学習することにより蓄積することができる。 

・ 練馬区ではＡＩに判断させた令和６年度（2024 年度）４月の個人住民税の賦課業務の

うち、45.9％が修正不要と判断され、作業が不要になったため、作業時間を 1,900時間

削減できた。 

 ＜「未納対策支援ＡＩ」の開発と導入＞ 

・ 練馬区では、令和３年度（2021年度）から住民税、軽自動車税、国民健康保険料など

について、収納課で徴収の一元化を開始している。 

・ 練馬区の収納体制における課題として、人事異動によるベテラン人材の不足のため効

率的、効果的な財産調査ができていないことや、滞納案件が約 35,000 件ありマンパワ

ーが限られているため、全件着手することが困難であることが挙げられる。これらは全

国共通の課題であり、ＡＩを使ってどうにかできないかということを考えた。 

・ 練馬区で導入しているＡＩの１つ目は財産調査支援ＡＩである。ＡＩに滞納者の住基

情報、賦課情報、滞納情報等を読み込ませると、ＡＩが財産調査先として照会成功確度

の高い調査先を判断し、レコメンドしてくれる仕組みとなっている。 

・ これまで職員が調査先を決めるのに１件あたり約 30 分かかっていたのを、３分に短

縮することができ、預金口座も、通常通り職員が財産調査を実施した時と比べて約８倍

多く判明した。 
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・ 練馬区の収納体制における課題として、人事異動によるベテラン人材の不足のため効

率的、効果的な財産調査ができていないことや、滞納案件が約 35,000 件ありマンパワ

ーが限られているため、全件着手することが困難であることが挙げられる。これらは全

国共通の課題であり、ＡＩを使ってどうにかできないかということを考えた。 

・ 練馬区で導入しているＡＩの１つ目は財産調査支援ＡＩである。ＡＩに滞納者の住基

情報、賦課情報、滞納情報等を読み込ませると、ＡＩが財産調査先として照会成功確度

の高い調査先を判断し、レコメンドしてくれる仕組みとなっている。 

・ これまで職員が調査先を決めるのに１件あたり約 30 分かかっていたのを、３分に短

縮することができ、預金口座も、通常通り職員が財産調査を実施した時と比べて約８倍

多く判明した。 

 

 

・ 財産調査支援ＡＩの導入効果として、新任職員でもベテラン職員並みの調査結果を得

ることができ、財産調査業務の作業時間を効率化することで新たな事案へ着手すること

ができる。また、財産調査先としてＡＩがレコメンドしてきた結果から、調査先と判断

した根拠が分かる。 

・ ２つ目は、難易度別分類支援ＡＩである。これまで職員ごとに数で分けていた滞納案

件を、ＡＩが難易度別に分類し、職員の習熟度に合わせて案件を割り当てていく仕組み

である。 

・ ＡＩに住基情報、賦課情報、滞納情報を学習させて案件の難易度を測定し、財産調査

に要した時間、財産が判明するまでの工数等を学習させて職員の習熟度を測定させた。

また、職員の習熟度については、ＡＩデータだけではなく管理職の主観的な評価も補正

データとして入れながらＡＩモデルを構築していき、最終的に案件の難易度を４段階、

職員の習熟度を３段階に分けた。 

・ 新任職員には易しい案件、ベテラン職員には難しい案件を多く持たせていくことにな

るが、人材育成の観点もあり、新任職員にも少し難しい案件を持たせるなど、最適化を

図っている。 

・ ＡＩを活用して効率化することにより、新たに重点対応の対象とする高額未納案件に

より多く対応することができる。 

・ 財産調査の結果、生活困窮であるということがわかれば滞納処分の執行停止をするな

ど、最終的には生活再建へ導き福祉に繋ぐ、攻めの滞納整理と生活再建を両輪と考えて

いる。 

 

＜本調査研究会における主な意見＞ 

・ ＡＩで節約された時間をどのように使うかというのが、ＡＩ本来の成果ではないか。

ＡＩにより人員が削減されてしまったのでは本末転倒になってしまうので、新たな時間

に余った時間をどれだけ振り分けられるかということである。行政課題として、できな

かった事案や取り組めなかった他の業務が可能になるということが非常に大事なこと

だと思う。 

・ 人は転出入や出生、死亡があり収入も変化しているので、ＡＩに読み込むデータは絶

えず最新の情報に更新し、ＡＩに勉強させる必要がある。 
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３ デジタル化とアメリカ地方法人課税について 

 

次に、吉村委員より、デジタル化とアメリカの地方法人課税について説明を受けた。その

概要は以下のとおりである。 

 

・ アメリカの州法人税の課税構造は、まず Nexusという課税権を基礎づける何らかのつ

ながりを設定する。これには合衆国憲法、連邦法による制約がある。その上で、どのよ

うに、どの法人に税を課すかという課税客体が個別申告と合算申告で分かれる。 

・ 配賦基準については、売上単独基準を採用している州がほとんどだが、この源泉判定

（ソーシングルール）が変容してきている。Nexusについても、物理的基準を要求しな

いというのがトレンドである。 

・ Nexus認定に当たっての限界には、まず合衆国憲法上の制約として、州際通商条項と、

適正手続条項が使われている。これに関して、先例となる Complete Auto Transit事件

がある。州の課税について満たすべき条件として４つのものが掲げられている。その１

つにフェアアポーションメントがあり、Nexusに割り当てられる課税標準がフェアなも

のでなければならないということが要求されている。 

・ また、参考として、2018年に Wayfair事件が連邦最高裁で取り上げられ、従来、売上

税について物理的基準、物理的存在を要求してきた Quill判決を覆したことで非常に話

題になった。これは、あくまで売上税に関するものであるが、法人所得税に関しては、

これに先立って、物理的存在にかかわらず Nexus を認める動きが見られてきたところ。 

・ もう一つが、連邦法による制限であり、1959年の Interstate Income Actにより、あ

まりにも極端な Nexus認定は認めないことを連邦法で定めている。注文勧誘のみが当該

州内で行われる場合（例：ｅコマースの注文サイトが当該州内の住民に提示されている

場合）に、当該州による州際通商に対する純所得課税を認めないというルールが存在し

ている。Nexus認定における最小限の除外事由が明確化されていることになる。 

・ こういった Nexus認定について、拡張の動きがあった。デジタル化の影響としては大

きく２つある。一つ目は、物理的な所在がなくとも、消費者に対してアクセスできると

いう意味でのデジタル化であり、もう一つは、企業の中で無形資産の占める役割が大き

くなり、結果として、その無形資産をグループ内のどこに配置するかによって、タック

スプランニングが可能になるということで、この２つの側面が、デジタル経済の動きの

中で問題視されてきたと言える。 

・ 2000年代前後から、租税回避スキームに対し個別の処分によってチャレンジをしてい

くというような事案が出てくる。大きく分けると２つ、対抗していくロジックがある。

一つは、知的財産の保有会社（租税回避スキームのために低税率の州に設立された会社）

の関連会社が存在しているということをもって、Nexusを認定していく流れである。メ

リーランド州においては、過去に関連会社の存在をもって Nexusありと認定した判決が
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・ こういった Nexus認定について、拡張の動きがあった。デジタル化の影響としては大

きく２つある。一つ目は、物理的な所在がなくとも、消費者に対してアクセスできると

いう意味でのデジタル化であり、もう一つは、企業の中で無形資産の占める役割が大き

くなり、結果として、その無形資産をグループ内のどこに配置するかによって、タック

スプランニングが可能になるということで、この２つの側面が、デジタル経済の動きの

中で問題視されてきたと言える。 

・ 2000年代前後から、租税回避スキームに対し個別の処分によってチャレンジをしてい

くというような事案が出てくる。大きく分けると２つ、対抗していくロジックがある。

一つは、知的財産の保有会社（租税回避スキームのために低税率の州に設立された会社）

の関連会社が存在しているということをもって、Nexusを認定していく流れである。メ

リーランド州においては、過去に関連会社の存在をもって Nexusありと認定した判決が

あるので、その先例を延長して、Nexusを判定し、州外にある知的財産保有会社のメリ

ーランド割当分については課税対象とした処分を是認した判決がある。もう一つが、サ

ウスカロライナ州の事件であり、同じように州外に無形資産があり、このうち州の中で

利用されているということをもって、Nexusありと認定して構わないのではないかとい

う判断をした事案がある。 

・ グループ内の無形資産が州外に置かれていた場合に、そこに蓄積していく所得を、何

とか州の割当として取れないかということに挑戦した事案を紹介したが、こういった争

いが生じた州においては、Nexusにはフィジカルプレゼンス、物理的存在が必要なので

はないかという、何となくの共通理解のようなものがあった。法人所得税についても、

Nexusありと認定するには物理的存在を要件とすることを法制として採用している州が

多かった。 

・ これに対し、法人所得税については、Nexusに物理的存在までは必要とせず、いわゆ

る Economic Nexusや Economic Substantial Nexusと呼ばれるもので構わないという立

法を実施する州が増えてきた。州際税制委員会（Multistate Tax Commission）におい

ても、要素存在（factor presence）をもって Nexusを認定することを、2002年の段階

でモデルとして示しており、こうしたことも後押しとなって、そのような立法を許容す

る裁判例が主流になってきている。 

・ また、ソーシングルールについて、売上要素に注目をして Nexus認定をするとしてい

ても、無形資産、映像やあるいは様々なデジタルサービスを提供したときに、所得生産

活動テストを前提とした売上源泉の判定だと、結局その州においては売上が割り当てら

れないということになる。 

・ サービス産業の割合を拡大する中で、特に金融や、カスタマーサービスなどが拡大し、

役務受領者や顧客所在地に注目した市場基準に移行する州が増大していたので、課税所

得統一分配法（ＵＤＩＴＰＡ）もそのように改定されている。しかしながら、実際の州

の動きは少し緩慢であり、ニューヨーク州の法人税改革の流れを見ると、2014年に法人

税改革についての税制改正が成立しており、その中では、Nexus見直しや、新たなソー

シングルールの採用を法律レベルでは定めているが、具体的な細則はレギュレーション

で規定するとなっていた。実際にそのレギュレーションが確定したのは 2023年の末で、

2024年から遡って 2015年から適用される形で決着した。 

・ （租税回避スキームへの対処として、関連会社の存在に着目したロジックに関して、）

課税ベースについて、一時は広い課税ベースで低税率へ移行した時期もあった。しかし、

最近のトレンドとしては、税率はあまり変わっていないが、州の法人税収は下がってい

る状況なので、企業側のタックスプランニングに対して対応していきたいということを、

課題として認識する州が多い。 
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・ それに対する１つの対応が合算申告である。例えば 80％の資本関係というのを１つ

の基準として、グループでの申告を義務付けることにより、無形資産を州外に置く租税

回避的な行動に対抗していくといった動きが広がりを見せている。 

・ 国際課税と対比すると、国際課税の改革ではＰＥの閾値を見直す、あるいは、配分基

準を見直し、源泉地国課税から、市場国への課税再配分を実現することが強く打ち出さ

れ、100年に一度の改革だと取り上げられていたが、アメリカの州税ではもっと早い段

階でそういった動きがある。また、配賦基準に関しては、雇用や生産設備を誘致したい

という各州の動機から売上単独基準に移行しており、この点は、税収を確保したいとい

う動機に基づく国際課税の議論とはむしろ逆のところで、昔からこの動きはあったこと

になる。地方制度が異なり、日本に直接当てはめることは難しいが、企業グループ内の

無形資産の配置によって各州間の課税権のバランスが偏っているのではないかという

問題意識があり、幾つかの対応策を実施したというアメリカの経験は参考になるかと思

う。 
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Ⅲ グリーン化時代にふさわしい地方税制のあり方 

 

１ 滋賀県交通税について 

 

次に、諸富委員より、滋賀県における交通税の検討について説明を受けた。その概要は以

下のとおりである。 

 

令和４年（2022 年）４月に出された滋賀県税制審議会の答申の考え方が現在も継承され

ている。その要点は以下のとおり。 

 

・ 移動権・交通権といった考え方はまだ日本で浸透しておらず、基本的に交通事業者の

自助努力に多くを依存し、財源論が置き去りにされてきた。ただ、交通事業者も様々な

困難に直面しており、今後広域交通が各所で成り立たなくなるという危機感が背景にあ

った。 

・ 「誰もが行きたいときに行きたいところに移動できる」というのがキーワードになっ

ており、これを実現するために財源の裏打ちを得ることが必要。その際、国の動きを待

たずに地方公共団体として積極的に動くことが重要。 

・ また、交通はネットワークであり広域的な視点が必要で、個々の市町村で完結するこ

とは難しく、対応に差が生じるおそれがあることから、広域自治体である県がリーダー

シップを執って全県的にやるべき。 

・ 税負担をめぐる議論のあり方について、地域公共交通の姿を描くことと財源を巡る議

論は両輪で進めていく必要がある。 

・ 条例が可決され、課税することが決まったと住民に周知することで終わるのではなく、

税をつくるプロセスから、交通の将来像を描く上でも住民に参加してもらうべきである。 

住民との合意形成の過程自体を通じて住民ニーズを掘り起こし、住民が理解と納得感を

持って議論に参加することが重要であり、事務の手間やコストが必要になっても、可能

な限り住民との対話や熟議を経ることが重要。 

・ 滋賀県では、住民参加を促す工夫としてのワークショップやシンポジウム、アンケー

ト、ウェブ会議等を行っている。 

・ 県と市町村の考え方については、広域的な交通圏を考慮する必要があるので、市町村

税としてではなく県税として考えるべきである。 
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・ 神奈川県の水源環境保全税（個人県民税の超過課税）を導入した際、税制部局が単独

でやることは困難であったため、環境部局、自然保護部局と一体になって税制部局が取

り組んでいったという経験がある。今回の滋賀県も都市計画、交通政策の担当部局と税

制部局が非常に緊密に協力して取り組んでいる。 

・ 賦課方式については、広く県民一般に受益が及ぶため、特定の対象者から取るのでは

なく、超過課税方式でなるべく多くの県民の方々に負担いただく形にすべきではないか。 

・ 具体的な税目としては、公共交通の維持・充実による受益が広く県民一般に及ぶこと

を考えると、個人県民税の超過課税が考えられるのではないか。 

 

また、滋賀県としてこれまで行ってきたことについては以下のとおり。 

 

・ 対話しながら県民の意向を把握するために市役所や町役場の一角で直接対話するア

イデア会議を、職員で行った。 

・ 実際に対話を通じて行ったアンケートでは、公共交通レベルについて、「現状よりも

サービスレベルが下がって良い」という人は２％しかおらず、「現状維持」が 35％、も

っと向上してほしいという希望を持っている人は６割以上ということが分かった。 

・ 県民全員に対しての税負担にすべきだと答えた人が３割いた。また、許容金額として

月額 100円（年間 1,200円）と答えた人が 36％で最も多く、更に 300円、500円、1,000

円という人もおり、ある程度は負担してよいということである。 

・ 公共交通が置かれている現況をある程度知っている方もおり、「知っていた」という

人が６割ぐらいいるが、「知らなかった」という人も結構いる。特に、滋賀県でこういう

議論が行われているということについては、「知らなかった」と答えた人が 67％いた。 

・ 今年の夏にワークショップを行い、交通事業者、高校生以上からお年寄りの方まで含

めた県民が参加し、グループに分かれてファシリテーターが入って議論を行った。しか

し、このワークショップでは費用負担の議論はしておらず、これから始まる秋のワーク

ショップで試算額に基づき、いくらなら良いか、どういう形態なら徴収可能かといった

議論に本格的に入ることになる。 

・ その成果を受け、年明けの２月頃に県民フォーラムを開催し、こういった議論が行わ

れているということを広く周知する機会とする。また、令和７年度（2025年度）にワー

クショップで具体案の設計をして、その下案をワークショップにかけて議論していく。 

・ このように、大変丁寧に、議会だけではなく、県民と直接対話して世論を盛り上げて

議論していこうとしている点が、今回やっていることの非常に大きな特徴である。 
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・ 鉄道の沿線にある事業所に負担金をお願いするフランスの制度と同じように県内事

業所に課税させてもらえるかどうかというのも、答申の論点には上がっている。 

 

＜本調査研究会における主な意見＞ 

・ フランスでは、パリを中心とするイル・ド・フランス州で、滞在税を引き上げ、それ

をその地域全体の公共交通の財源に回そうという取組が今年から導入されたという事

例があり、参考になるのではないか。 

・ 住民参加の形で税財政のことを考えるというのは、最終的にどういう結果になっても、

住民の納得感を得るために大事だと考える。 

 

２ 自動車関係諸税について 

 

次に、諸富委員より、自動車関係諸税に係る調査研究ワーキンググループの議論について

報告を受けた。同ワーキンググループについては、別冊（「自動車関係諸税に係る調査研究

ＷＧ報告書」）を参照されたい。 

 

３ 横浜市における市税等のグリーン化について 

 

次に、横浜市より、横浜市における市税等のグリーン化について報告を受けた。 

 

・ 横浜市では、課税自主権を活用し、個人・法人市民税均等割への超過課税である横浜

みどり税や、固定資産税・都市計画税における軽減・減額措置を導入している。 

・ 横浜みどり税の使途は、①樹林地等の確実な担保、②身近な緑化の推進、③維持管理

の充実による緑の質の向上、④ボランティアなど市民参画促進につながる事業に限定し

ており、緑の保全・創出のための５年間の事業計画のうち、上記①から④に該当するも

のには事業費の一部にみどり税を充当している。 

・ 具体的な事業として金額が大きいのは、緑地保全制度による指定の拡大・市による買

取りである。横浜市はこのみどり税の財源で買取りができるため、指定が進んだという

実績がある。また、指定した樹林地の維持管理の支援にも使っている。 

・ もう一つ金額が大きいのは、森の保全管理計画の策定、保全管理計画や森づくりガイ

ドラインを活用した維持管理である。その他、街路樹による良好な環境づくりや、都心

臨海部の緑花による魅力ある空間づくりといった事業にみどり税が充当されている。 

・ こうした横浜みどり税の使い道については、市民向けのパンフレットなどで、周知し

ている。  
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・ 森林環境税と横浜みどり税、神奈川県の水源環境保全税の違いとして、それぞれの税

は課税の趣旨・目的・使途が異なっており、いわゆる二重・三重課税には当たらないも

のと整理している。森林環境税については、林業が成り立たない地方の山間部の森林整

備、国産木材の利用促進というものが法律で目的として整理されているので、そのよう

な用途で活用しており、学校施設における内装の木質化などに利用されている。神奈川

県の水源環境保全税については、水源環境の保全のために創設された県税だが、横浜市

には水源がないので、補助金の交付がない。みどり税については横浜市独自のものだが、

市内の樹林地の買取りや街中での緑の創出など、緑の保全・創出の取組を進めるために

創設されたものである。 

・ また、基準以上の緑化を行った土地に対する固定資産税・都市計画税の軽減措置を設

けている。軽減対象土地は、敷地面積が 500 ㎡以上あり、基準となる緑化率に加えて

５％以上緑化されたことについて所管局の認定証の交付を受け、緑化を 10 年間保全す

る契約を市と締結したものが対象になり、基準を超えた緑化部分に相当する固定資産

税・都市計画税の４分の１を 10年間、軽減する。 

・ 次に、新築認定低炭素住宅・長期優良住宅等に対する都市計画税の減額措置である。

趣旨としては、地球温暖化対策にさらに実効性を持たせるために税制度を活用するとい

う観点から、法定の固定資産税に係る制度を横出しする形で、省エネルギー対策住宅等

に係る都市計画税を減額するというものである。軽減対象家屋は、認定低炭素住宅やＺ

ＥＨ水準の省エネ住宅、認定長期優良住宅である。軽減内容は、新築後３年度分につい

て２分の１に減額、長期優良住宅なら５年度分減額、マンション等の中高層耐火につい

てはプラス２年するものである。さらに、令和５年度（2023 年度）からは、減額対象を

認定低炭素住宅と断熱等級５以上としてさらに重点化している。他にも、省エネ改修工

事を行った住宅に対する都市計画税の減額措置がある。 

・ 横浜市における森林環境税・譲与税の活用の方針は、森林環境税の趣旨を踏まえ、林

業が成り立たない山間部の森林整備を支えるため、都市部の役割として国産木材の利用

促進と普及啓発を図っている。具体的には、市立小中学校の建て替えや改修、増築の際

にエントランスや教室などの内装仕上げ等の財源として活用している。国産木材を生か

した学校整備を進めることによって、木材の消費促進と子供たちに木材と触れ合う環境

を整備することで将来における木材の消費拡大につなげる。 

・ また、学校だけでなく、令和５年度（2023 年度）以降については公園などの市民利用

施設にも森林環境譲与税の活用先を拡大し、多くの市民に木のぬくもりを感じてもらい

つつ、国産木材の利用や森林整備の必要性などの普及啓発を図る。 

・ 森林環境税や横浜みどり税の効果検証について、直接の因果関係は定量的には把握し

づらいが、所管局に実績報告をさせ、効果を検証し市民や議会に説明をしていくという

ことに尽きると考えている。 
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・ 森林環境税と横浜みどり税、神奈川県の水源環境保全税の違いとして、それぞれの税

は課税の趣旨・目的・使途が異なっており、いわゆる二重・三重課税には当たらないも

のと整理している。森林環境税については、林業が成り立たない地方の山間部の森林整

備、国産木材の利用促進というものが法律で目的として整理されているので、そのよう

な用途で活用しており、学校施設における内装の木質化などに利用されている。神奈川

県の水源環境保全税については、水源環境の保全のために創設された県税だが、横浜市

には水源がないので、補助金の交付がない。みどり税については横浜市独自のものだが、

市内の樹林地の買取りや街中での緑の創出など、緑の保全・創出の取組を進めるために

創設されたものである。 

・ また、基準以上の緑化を行った土地に対する固定資産税・都市計画税の軽減措置を設

けている。軽減対象土地は、敷地面積が 500 ㎡以上あり、基準となる緑化率に加えて

５％以上緑化されたことについて所管局の認定証の交付を受け、緑化を 10 年間保全す

る契約を市と締結したものが対象になり、基準を超えた緑化部分に相当する固定資産

税・都市計画税の４分の１を 10年間、軽減する。 

・ 次に、新築認定低炭素住宅・長期優良住宅等に対する都市計画税の減額措置である。

趣旨としては、地球温暖化対策にさらに実効性を持たせるために税制度を活用するとい

う観点から、法定の固定資産税に係る制度を横出しする形で、省エネルギー対策住宅等

に係る都市計画税を減額するというものである。軽減対象家屋は、認定低炭素住宅やＺ

ＥＨ水準の省エネ住宅、認定長期優良住宅である。軽減内容は、新築後３年度分につい

て２分の１に減額、長期優良住宅なら５年度分減額、マンション等の中高層耐火につい

てはプラス２年するものである。さらに、令和５年度（2023 年度）からは、減額対象を

認定低炭素住宅と断熱等級５以上としてさらに重点化している。他にも、省エネ改修工

事を行った住宅に対する都市計画税の減額措置がある。 

・ 横浜市における森林環境税・譲与税の活用の方針は、森林環境税の趣旨を踏まえ、林

業が成り立たない山間部の森林整備を支えるため、都市部の役割として国産木材の利用

促進と普及啓発を図っている。具体的には、市立小中学校の建て替えや改修、増築の際

にエントランスや教室などの内装仕上げ等の財源として活用している。国産木材を生か

した学校整備を進めることによって、木材の消費促進と子供たちに木材と触れ合う環境

を整備することで将来における木材の消費拡大につなげる。 

・ また、学校だけでなく、令和５年度（2023年度）以降については公園などの市民利用

施設にも森林環境譲与税の活用先を拡大し、多くの市民に木のぬくもりを感じてもらい

つつ、国産木材の利用や森林整備の必要性などの普及啓発を図る。 

・ 森林環境税や横浜みどり税の効果検証について、直接の因果関係は定量的には把握し

づらいが、所管局に実績報告をさせ、効果を検証し市民や議会に説明をしていくという

ことに尽きると考えている。 

Ⅳ 今後の検討課題について 

 本研究会では、デジタル化・グリーン化時代にふさわしい地方税制のあり方をテーマとし

ており、今年度は、「デジタル化」及び「グリーン化」に関連する事項について、海外や地

方公共団体の事例紹介を中心に、研究を行った。 

 来年度も引き続き、有識者の意見等も伺いながら経済社会構造の変化を踏まえた地方税制

のあり方について、具体的な議論を深めていくこととしたい。 
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資料２ 練馬区における個人住民税賦課

徴収業務における課題とＡＩの活用 

（練馬区） 
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資料３ デジタル化と米国の 

地方法人課税（吉村委員） 
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• Complete Auto Transit, Inc. v. Brady, 430 U.S. 274 (1977)
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Hellerstein (2019)

• UDITPA 4 18
18. If the allocation and apportionment provisions of this Article do not fairly 
represent the extent of the taxpayer’s business activity in this State, the 
taxpayer may petition for or the tax administrator may require, in respect to 
all or any part of the taxpayer’s business activity, if reasonable:
(a) separate accounting;
(b) the exclusion of any one or more of the factors;
(c) the inclusion of one or more additional factors which will fairly represent 
the taxpayer’s business activity in this State; or
(d) the employment of any other method to effectuate an equitable 
allocation and apportionment of the taxpayer’s income.

• Vectren Infrastructure Services Corp. v. Department of Treasury, Michigan 
Supreme Court. Dkt. No. 163742, July 31, 2023

20

－76－



21

• PE
• SEP
• A

•
•

•
•
•
•

•
•

22

－77－



• Juan Carlos Suárez Serrato and Owen Zidar, The 
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資料４ 滋賀県における交通税の 

検討状況（諸富委員） 





地方税制のあり方研究会

2024 年 10 月 7 日 
諸富 徹(京都大学) 

滋賀県における交通税の検討について

～2022 年 4 月滋賀県税制審議会答申「地域公共交通を支えるための税制の導入可能性に

ついて」および、その後の審議会での議論より～

Ⅰ．答申(2022 年 4 月)の要点 

１．総論

➤平成 25 年(2013 年)に成立した交通政策基本法では、移動権・交通権が定められ

ず、公共交通の財源についても明確な手当てがなされなかった

➤地域公共交通分野では、これまで交通事業者の自助努力にその多くを依存し、財源論

が置き去りにされてきた

➤「誰もが行きたいときに行きたいところに移動ができる」ことを実現するため、地域

公共交通を構築し、その財源の裏打ちをえることが肝要。その際、国の動きを待つの

ではなく、地方自治体として積極的に取り組むことが重要

➤交通はネットワークであり、広域的な観点が不可欠であることや、個々の市町の取

組では対応に差が生じるおそれもあることから、広域自治体である県がリーダーシ

ップをとって、市町とともに取り組むべき

(2) 税負担を求める上での議論のあり方について

➤地域公共交通の姿と財源を巡る議論は、両者を同時並行的に、あたかもキャッチボ

ールをするかのように進める必要がある

ア 参加型税制

➤納税者である住民が、単に費用を負担するだけではなく、負担を巡る議論を通じ

て、ともに地域の将来像を描くことに参画する仕組み

➤住民との合意形成の過程自体を通じて、住民のニーズを掘り起こし、住民が理解と

納得感を持つことが肝要

➤事務手間やコストが必要になっても可能な限り、住民との対話や熟議を経ることが

重要。合意形成の過程自体を地域コミュニティの再生や、ソーシャルキャピタルの

再構築につなげるべき

イ 県民参加を促す工夫

➤合意形成の過程には、なるべく多くの県民参加を促す必要があり、そのために工夫

を凝らす必要がある

➤多様な参加手段を設けるとともに、行政と県民だけでなく、県民相互の意見交換が

可能な方式も模索すべき

ウ 税の議論を合わせて行うことの意味

➤税負担の議論が、地域公共交通のあり方の議論と一体的に行われることにより、後

者の議論がより一層真剣なものとなることが期待される
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➤交通と税の議論を合わせて行うことにより、新たな税制が導入された場合に、単に

負担増となる点だけでなく、便益が増加する点も合わせて、総合的に議論する必要 
 

２．地域公共交通施策における県と市町の役割分担を踏まえた税負担の考え方について 
(1)県と市町の関係性について 
ア 交通圏の概念 
➤地域公共交通を考える際には、各市町の行政区域にとどまらない広域的な交通圏を

考慮しなければ非効率になる場合もある。地域公共交通を支える新たな税制を検討

する場合には、個々の市町税としてではなく県税として、そのあり方を考える必要

がある 
 
イ 縦割り行政の超克 
➤県および市町ともに、都市計画と交通政策の担当部署が別々になっていることが多い。

新しい税制について検討する際には、縦割りを乗り越えて一体となって取り組む必要

がある。 
➤滋賀県基本構想等の実現や、全県的な地域公共交通の維持・充実および県単位で交通に

対する基本的な需要を充足していくことの必要性に鑑みると、市町単位での取組を超

えて、県として財源確保策を検討していくことが必要 
➤その際、県税として徴収する以上は、県の事業・施策に充当することを通じて、県内各

市町にも効果が及ぶ形とすることが基本となる。 
 
３ 税負担を求める場合の税収の使途と課税方式について 
(1) 使途について 
➤将来の地域公共交通の姿について、県民との合意形成を図られれば、税収はその施策に

充当される 
➤地域公共交通が既に比較的充実している地域と、必ずしもそうではない地域があること

から、どのような地域であっても納得感が得られるような使途を県民との対話を通じ

て模索する必要がある 
 
(2) 課税方式について 
➤【法定外税か、超過課税か】新たな税負担を求める場合の課税方式については、法定外

税方式と超過課税方式が考えられるが、地域公共交通の維持・充実による受益が、幅

広い関係者に及ぶことを踏まえると、既存税目に対する超過課税方式から検討すべき 
➤【固定資産税】地域公共交通の充実による受益との関係では、固定資産税等の資産課税

への超過課税が考えられる。しかし固定資産税は市町税であり、各市町が歩調を合わ

せて超過課税を導入することには困難が予想される。 
➤【個人県民税】地域公共交通の維持・充実による受益が広く県民一般に及ぶことを考え

るなら、県民税への超過課税が考えられる。このうち個人県民税については、琵琶湖

森林づくり県民税均等割の超過課税が実施済みである。 
➤しかし均等割の超過課税のみでは十分な税収を確保できない場合、所得割を超過課税の

対象にすることも考えられる 
➤【法人県民税】法人県民税についても、超過課税により確保が可能な税収規模を踏まえ

ると、均等割のみならず法人税割や、さらには法人事業税も含めて超過課税を実施す

ることが考えられる 

－82－



➤ただし、赤字法人の取扱に課題が残ることに加え、法人事業税を対象とする場合には、

地域公共交通の維持・充実が、県全体の経済成長等に資するとの説明が求められる 
➤【自動車税】自動車利用から公共交通利用への転換という行動変容を促すのであれば、

県税である自動車税種別割への超過課税が考えられる 
➤自動車保有者の減少に伴って税収も減少するが、地域公共交通の利用者が増加すれば、

それに伴う運賃収入の増加を見込める 
 
 

Ⅱ．答申以降の交通税をめぐる議論の進展について 

➤滋賀県税制審議会資料に基づいて説明 
 資料掲載先：https://www.pref.shiga.lg.jp/ippan/kurashi/zeikin/306078.html 
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第1章 策定の趣旨 

 策定の必要性 社会情勢の変化に対応した持続可能な交通ネットワークの維持・活性化を目指し策定 

 策定のポイント 
理念（各主体の責務・役割分担）、都市計画との整合、目指す地域交通のキーワード、目
指す姿へのロードマップ、目指す地域交通の姿の実現に必要な仕組み・システム 

 ビジョン策定にあたって 
「公論熟議」「民公共創」「維持・活性化」をキーワードに関係者と対話を重ね、目指す姿を
共有しながら策定 

 その他の検討項目 
滋賀県基本構想の実現、CO2 ネットゼロ社会づくりへの寄与、ユニバーサルデザインの推進、
災害時対応、北部振興、その他県施策との連携 

 基本的事項 ビジョンの性格、目標年次、構成、ビジョンの位置付け 

第2章 滋賀の現状 / 第 3 章 滋賀の交通をめぐる課題 

 

第4章 滋賀県が目指す地域交通の姿 

２０４０年代を見据え 
誰もが、行きたいときに、行きたいところに移動ができる、持続可能な地域交通 

（滋賀県都市計画基本方針（R４.３月策定）「拠点連携型都市構造」 ※の実現） 

自家用車利用を一定の前提としつつ、地域交通により、 
■自家用車を「使えない人」・「使えない時」でも日々の

生活のための移動ができる 
■自家用車を「使わない」という選択ができる 
 

※一極集中的な都市構造を目指すものではなく、地域ごとに存在する
核となる多様な拠点に居住や生活サービス機能の誘導を図るととも
に、これらの拠点間を鉄道や路線バス等で、拠点外から拠点までは地
域に応じた移動手段で結ぶことにより、階層的かつネットワーク化した
都市構造 

▼拠点連携型都市構造 

 

地域の状況 
■人口 

減少するものの人口増加エリアが 
広範囲に点在 

■運転免許返納者数 
免許返納者数は高水準で推移 

■通学状況 
公共交通の分担率が高い 

公共交通の状況 
■サービスレベル 

利用者が求めるサービスレベルを満
たすカバー率が低い 

■収支・費用負担 
県内路線バスの 8 割が赤字であり
費用負担の約 3 割を行政が負担 

■利用者数 
コロナ前と比較して 2 割以上減少
した地域鉄道・バス事業者が 7 割 

■運転手 
交通事業者の多くが運転手の人
員不足・高齢化を懸念 

住民ニーズの状況 
■公共交通の満足度 

満足していない人が約半数 

■公共交通の必要性 
「必要」と思う人が約 9 割 

■公共交通の多面的な効果の
重要度 

「重要」と思う人が約 9 割 
■公共交通への新たな 

費用負担に対する意向 
「許容できる」「どちらかといえば許

容できる」と考える人が約 6 割 

広域交通の状況 
■広域交通ネットワーク 

リニア中央新幹線、北陸新幹
線等の広域交通が発達 

【現状】 

誰もが、行きたいときに、行きたいところに移動ができる、持続可能な地域交通の確保 
【課題】 

☞ 地域交通は、単なる移動手段にとどまらず多面的な効果をもたらすことから、県民、企業、国・地方自治体、交通事業者等の関係者が連携し
皆で地域交通を支える仕組みの構築が必要 
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に、これらの拠点間を鉄道や路線バス等で、拠点外から拠点までは地
域に応じた移動手段で結ぶことにより、階層的かつネットワーク化した
都市構造 
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■運転免許返納者数 
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■サービスレベル 

利用者が求めるサービスレベルを満
たすカバー率が低い 
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県内路線バスの 8 割が赤字であり
費用負担の約 3 割を行政が負担 
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コロナ前と比較して 2 割以上減少
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■運転手 
交通事業者の多くが運転手の人
員不足・高齢化を懸念 
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満足していない人が約半数 
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広域交通の状況 
■広域交通ネットワーク 
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線等の広域交通が発達 

【現状】 

誰もが、行きたいときに、行きたいところに移動ができる、持続可能な地域交通の確保 
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皆で地域交通を支える仕組みの構築が必要 
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【地域分類の設定】 

地域
分類 将来像に向けた戦略 ライフスタイルの想定 地域

分類 将来像に向けた戦略 ライフスタイルの想定 

① 

地域交通の分担率が
高く、人口密度も高い
ため、地域交通の積極
的な利用を促す地域 

生活の拠点：都市 
活動の拠点：都市 
 
生活、活動ともに都市域
で行うウォーカブルな空間
でのライフスタイル 

③ 

車の分担率が高く人口
密度は低い、かつ鉄道
の運行本数が少ないた
め、車との使い分けを前
提としつつ、交通不便
の改善を図る地域 

生活の拠点：郊外 
活動の拠点：都市・郊外 
 
生活は郊外で、活動は
テレワークを活用しながら
都市・郊外の両拠点で
行うライフスタイル 

② 

車の分担率が高いもの
の、人口密度が高く鉄
道駅も近いため、車か
ら地域交通への転換を
促す地域 

生活の拠点：都市周辺 
活動の拠点：都市 
 
生活は都市周辺で、活動
は都市域へ移動し行うライ
フスタイル 

④ 

車の分担率が高く人口
密度は低い、かつ鉄道
駅が遠いため、車利用
を主としつつ、地域交
通として最低限のサービ
スレベルを確保する地
域 

生活の拠点：郊外 
活動の拠点：郊外 
 
日 常 的 に は 郊 外 で 生
活、活動を行い、必要に
応じ、都市域への移動を
行うライフスタイル 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

▼地域分類のイメージ図 

 
 

 

各地域が「地域指標」を設定する
際に参考となる「指標例」を検討
するため、下表に沿って便宜的に
４つの地域分類イメージを設定 
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第5章 目指す姿を実現するための施策例 

【県域指標と地域指標のイメージ】 【移動目的と指標の設定】 

 

住民・市町の意向を踏まえた地域
交通が担うべき移動目的を整理 
 
⇒生活に不可欠な目的 

通勤・通学、通院・福祉 
  ⇒【県域指標】として設定 
 
⇒地域に応じた任意の目的 

買物、観光、地域ｺﾐｭﾆﾃｨ 等 
  ⇒【地域指標】として設定 
 
※「地域指標」は今後地域毎に設定 

現状とのギャップ分析から地域分類別の指標例を設定 
 

【地域分類別の指標例】 

 
(注 1)人口密度も高く、既存の輸送資源も豊富であることから、客観的データにもとづき戦略を立て、需要の取り込みを図る運行 
(注 2)人口密度が低く、輸送資源が豊富でないことから、一定の需要が見込めるルートを選定する等少しでも多くの需要を満たす運行 
※収支率・平均乗車密度は路線バス・コミュニティバスを対象として集計 

 

【施策例】 

 滋賀の課題解決に向けた施策 
ダイヤ調整、シェアモビリティ検討、利用促進（サブスクリプション、料金割引、
バス料金無料化）、企業連携 等 

 デジタル技術を活用した公共交通等 自動運転、MaaS 等の新たな仕組み、空飛ぶクルマ 等 

 福祉施策 バリアフリー、特別乗車券交付、福祉有償運送、UD 車両購入費補助 等 
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⇒地域に応じた任意の目的 

買物、観光、地域ｺﾐｭﾆﾃｨ 等 
  ⇒【地域指標】として設定 
 
※「地域指標」は今後地域毎に設定 

現状とのギャップ分析から地域分類別の指標例を設定 
 

【地域分類別の指標例】 

 
(注 1)人口密度も高く、既存の輸送資源も豊富であることから、客観的データにもとづき戦略を立て、需要の取り込みを図る運行 
(注 2)人口密度が低く、輸送資源が豊富でないことから、一定の需要が見込めるルートを選定する等少しでも多くの需要を満たす運行 
※収支率・平均乗車密度は路線バス・コミュニティバスを対象として集計 

 

【施策例】 

 滋賀の課題解決に向けた施策 
ダイヤ調整、シェアモビリティ検討、利用促進（サブスクリプション、料金割引、
バス料金無料化）、企業連携 等 

 デジタル技術を活用した公共交通等 自動運転、MaaS 等の新たな仕組み、空飛ぶクルマ 等 

 福祉施策 バリアフリー、特別乗車券交付、福祉有償運送、UD 車両購入費補助 等 
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第6章 施策実現に向けて 

【財源や整備手法の検討】 

既存ストックの有効活用 
・経費削減、効率的運行 
・既存施設等の有効活用・最大化（滋賀県版ライドシェア）等 

多様な主体との連携 
・PPP/PFI による施設整備 等 

既存財源の活用 
・国庫補助金の活用 
・既存予算等の組み換え 等 

新たな財源の確保 
・交通税 
・シュタットベルケ 等 

 
【目指す姿の達成に必要な費用の試算】 

A現状と同じ地域交通、B県民が最低限確保を望む地域交通、C県民が理想として望む地域交通（施策あり/なし）
の 3 パターンの目指す姿および、それに応じて追加で必要となる費用を設定し、費用を試算 
 
【試算結果】 

 

項目 

概算費用（単位：百万円/年） 

バス 鉄道 
合計 

地域① 地域② 地域③ 地域④ 地域① 地域② 地域③ 地域④ 

パターン A 
現状と同じ 
地域交通  

Ⅰ利用者減による運賃収入減少分

の補填 
-8 35 101 46 112 1,487 760 0 2,533 

合計 -8 35 101 46 112 1,487 760 0 2,533

パターン B 
県民が 
最低限確
保を望む地
域交通 

Ⅱ必要運行本数を確保する場合の

運行経費増額分 
1,057 420 481 495 - 767 2,022 - 5,242 

Ⅲ必要運行本数を確保する場合の 

車両購入費・人件費増額分等 

611 449 461 274 
- 114 385 - 4,236 

620 495 520 307  

Ⅴ利用者減,運行本数増加による 

運賃収入増減額分 
-878 -286 -118 -47 112 783 383 - -51  

合計 1,410 1,078 1,344 1,029 112 1,664 2,790 0 9,427

パターン C 
県民が 
理想として 
望む地域
交通 

Ⅱ必要運行本数を確保する場合の

運行経費増額分 
1,362 637 823 760 - 1,319 3,592 - 8,493 

Ⅲ必要運行本数を確保する場合の 

車両購入費・人件費増額分等 

846 662 692 299 
- 383 1,151 - 6,736 

859 730 780 334  

Ⅳ他施策導入のための必要経費 893 641 796 326 - - - - 2,656 
Ⅴ利用者減,運行本数増加による 

運賃収入増減額分 
-1,681 -734 -284 -120 112 -1870 -521 - -5,098 

合計(施策なし：Ⅳなし) 1,386 1,295 2,011 1,273 112 -168 4,222 0 10,131

合計(施策あり：Ⅳあり) 2,279 1,936 2,807 1,599 112 -168 4,222 0 12,787

※この概算費用は、県全域の路線全てのサービス水準を一様に維持・向上させることを前提に算出した参考値であり、県が将来負担する総額やいわゆる「交
通税」の額ではない。 

※鉄道のⅢについて、運行本数増分にかかる費用項目のうち、減価償却を伴わない整備単年度費用項目（土木費、用地費、総経費）は考慮していない。 
※鉄道の V について、運行本数増加による収入増額分よりも、利用者減による影響が大きいためプラスとなる地域あり。 

104 1,522 1,498 2,391
1,522 2,742 1,127 1,768
861 4,134 6,233

7,029
46 1,029 1,273

1,599

2,533

9,427 10,131
12,787

0
3,000
6,000
9,000

12,000
15,000
18,000

A:現状と同じ地域交通 B:県民が最低限確保を
望む地域交通

C:県民が理想として望む
地域交通（施策なし）

C:県民が理想として望む
地域交通（施策あり）

地域分類1 地域分類2 地域分類3 地域分類4

(百万円)
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【理念】 

• 福祉、教育、文化、観光、企業誘致、さらには CO2 ネットゼロ社会の実現など、社会を支える土

台であり、地域にとって欠かすことのできない重要な社会インフラである地域交通を維持・活性化す
ることが、誰もが自由に、かつ安全に楽しみながら移動し、社会活動へ参画したり、人々が集い・交
流できる、にぎわいと活力あるまちづくりの実現に繋がる 

• ライフスタイルや社会環境の変化等により、交通事業者の経営環境は極めて厳しく、これまでのよ
うに民間経営のみで将来にわたり安定的に運行を維持することは困難な状況 

• 地域交通の維持、充実に向け、県は、国、市町、交通事業者、県民、企業等とともに、相応の
役割を果たすことが必要 

【滋賀県が目指す地域交通の姿】 

「安全」を大前提に、地域交通により、「自家用車を使えない人、使えない時でも日々の生活の
移動ができる」、「自家用車を使わない選択ができる」社会を実現するため、「誰もが、行きたいと
きに、行きたいところに移動ができる、持続可能な地域交通」の構築を目指す 

【目指す姿の実現に向けて】 

• 地域交通に対する住民ニーズと現状に大きな乖離があり、民間経営のみでギャップを埋めることは
困難と思われることから、鉄道およびバスの運行本数について「県民が最低限確保を望む水準」
「県民が理想として望む水準」を確保するために、新たに必要となる費用を試算 

• 地域交通が「移動の選択肢」になるためには「理想として望む水準」を目指すことが望ましいもの
の、試算結果によると多額の費用が必要。一方、県民との対話では９割を超える多くの方が「将
来的に使うから」「自分は使わなくても地域の誰かにとって必要だから」という理由で、「公共交通は
必要」と回答 

• 「“今だけ、ココだけ、自分だけ”ではなく、豊かな暮らしの実現のため」、地域特性に応じた、より利
便性が高くかつ効率的で、地域に最適化した交通手段について、費用の低減も見据えながら、県
民、交通事業者、市町等とともに議論を重ねていく 

• 既存ストックの有効活用、国庫補助金の活用、さらなる財源の確保等に向けた国への提案、既
存予算の組み換え、交通事業者の企業努力、利用促進などに取組んでもなお財源が足りない
場合、財源確保の一つの方法として、例えば交通税のようなものがあればどのような社会になるの
かを示しながら、財源や整備手法について丁寧に議論を重ねていく 
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区分 氏名（敬称略） 所属・役職 備考

学識経験者 川勝　健志 京都府立大学　公共政策学部　教授

塩見　康博 立命館大学　理工学部　　教授

塚口　博司 立命館大学  名誉教授

交通事業者 野口　明
西日本旅客鉄道株式会社京滋支社
副支社長

野村　義明 一般社団法人滋賀県バス協会　専務理事

松尾　武文 一般社団法人滋賀県タクシー協会  専務理事

警察
（公安委員会）

古谷　英生 滋賀県警察本部交通部　交通規制課長

道路管理者 谷　成二 国土交通省近畿地方整備局　滋賀国道事務所長

国 田中　郁代
国土交通省近畿運輸局　滋賀運輸支局
首席運輸企画専門官

市町 明石　芳夫 滋賀県市長会　事務局長

猪飼　隆幸 滋賀県町村会  事務局長

公共交通
利用者

八木　兵次郎 一般財団法人滋賀県老人クラブ連合会  事務局長

太田　千惠子 公益財団法人滋賀県身体障害者福祉協会　監事

谷　佳代 社会福祉法人滋賀県社会福祉協議会　参事

岸田　洋平 滋賀県ＰＴＡ連絡協議会　理事

西村　要一郎 八日市商工会議所　専務理事

小島　聖巳 一般社団法人近江ツーリズムボード  マネージャー

県 平松　良哉 滋賀県　理事（交通政策担当）

滋賀地域交通活性化協議会　委員
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滋 税 審 第 3 号  

令 和 ４ 年 （ 2 0 2 2 年 ） 4 月 2 0 日  

 

滋賀県知事 三日月 大造  様 

 

滋賀県税制審議会 

会長 諸富 徹 

 

地域公共交通を支えるための税制の導入可能性について（答申） 

 

令和３年11月19日付け滋税第473号により諮問のあったこのことについて、

下記のとおり答申します。 

 

記 

 

先に令和２年７月 17 日付け滋税第 253 号により諮問を受けて、令和３年４月

21 日に答申した「滋賀にふさわしい税制のあり方について」において、当審議

会は、「滋賀にふさわしい税制の目指すべき方向性」として、(1)コミュニティの

強化につながる税制、(2)脱炭素社会の実現へ向けたグリーンな税制、(3)デジタ

ル化の進展によるライフスタイルの変化に対応した税制、(4)産業構造の転換に

対応するための税制、(5)税制を通じて県としての役割を果たしていくこと、と

いう５つの方向性を提示した。 

その上で、同答申においては、「誰でもいつでも利用できる地域公共交通は、

利用者のみならず、地域のみんなで支えるべきもの」とし、「地域公共交通を支

えるための税制」について、上述の５つの方向性にも適い、かつ、そのための負

担を税によって分かち合おうという考え方に適合的であることから、その導入

可能性を検討していくべきとしたところである。 

また、令和３年７月 19 日付け滋税第 335 号により諮問を受けて、令和４年１

月７日に答申した「ＣＯ２ネットゼロ社会づくりのための税制について」におい

て、当審議会は、「公共交通の維持・充実は、自動車に過度に依存しない生活に

つながり、ＣＯ２ネットゼロ社会づくりにも資する」とした上で、「地域公共交通

を支えるための税制の導入可能性を検討する際には、ＣＯ２ネットゼロ社会づく

りの観点についても考慮することが必要である」としたところである。 

こうした経緯を踏まえて、当審議会では、令和３年 11 月 19 日付け滋税第 473

号による諮問を受けて、標題のことについて、更なる議論を重ねた結果、地域公

共交通の維持・充実は、地域住民の暮らし全般を支える基礎的なニーズであると
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同時に、単にその利用者のみならず、県全体の社会・経済の基盤であり、産業や

観光の振興にもつながるものであることを踏まえて、貴県が現在進めている「滋

賀交通ビジョン」の見直しと並行して、「地域公共交通を支えるための税制」の

導入に向けて、県民とも議論を行い、新たな税制を設けることに具体的に挑戦す

るとともに、もって、その議論のプロセス自体を通じて、「より良き自治を追求」

し、「変わる滋賀、続く幸せ」の実現につなげていくべきであることを提言する。 

なお、以下、諮問事項に沿って、当審議会の考えを述べる。 

 

１ 目指すべき滋賀の地域公共交通の姿に向けた税負担の議論のあり方につい

て 

(1) 地域公共交通を支えるために新たな税負担を求めるべき理由について 

地域公共交通を支えるために新たな税負担を求めることについての議論

を開始すべき理由として、当審議会では、主に、以下の３点があると考える。 

 

ア 滋賀県基本構想等が描く将来像との関係 

地域公共交通は、単に人や物の移動手段であるだけではなく、それによ

り地域の環境や、教育、福祉などのあらゆる分野が支えられる基礎的な社

会インフラであるとともに、移動の機会を提供することにより、人々の幸

せと地域の健康を支え、文化を育むものでもあることから、滋賀県基本構

想（平成 31 年３月策定）が目指す「未来へと幸せが続く滋賀」の実現に不

可欠なものである。 

また、滋賀県都市計画基本方針（令和４年３月策定）においては、各種

拠点や主要施設を公共交通軸や公共交通網で結ぶ拠点連携型都市構造を

目指すことが謳われており、滋賀県の県土構造を効率的な公共投資と持続

可能な経済成長を実現する 21 世紀型の都市構造としていくためにも、地

域公共交通の維持・充実は、欠くことのできないものである。 

そして、この滋賀県都市計画基本方針を受けて、貴県では、目下、「滋賀

交通ビジョン」の見直しが進められており、それぞれの地域特性に応じた

交通手段によって、誰もが行きたいときに、行きたいところに移動ができ

る公共交通の姿が描かれることが期待される。 

加えて、公共交通の維持・充実は、自動車に過度に依存しない生活につ

ながり、貴県が進めるＣＯ２ネットゼロ社会づくりの観点からも重要であ

る。 

したがって、地域公共交通の維持・充実を確実なものとするために、そ

の財源として税負担のあり方を考えていくことは、滋賀県基本構想を始め

として、滋賀県都市計画基本方針や見直し後の「滋賀交通ビジョン」 を確

－118－



 

 

2 
 

同時に、単にその利用者のみならず、県全体の社会・経済の基盤であり、産業や

観光の振興にもつながるものであることを踏まえて、貴県が現在進めている「滋

賀交通ビジョン」の見直しと並行して、「地域公共交通を支えるための税制」の

導入に向けて、県民とも議論を行い、新たな税制を設けることに具体的に挑戦す

るとともに、もって、その議論のプロセス自体を通じて、「より良き自治を追求」

し、「変わる滋賀、続く幸せ」の実現につなげていくべきであることを提言する。 

なお、以下、諮問事項に沿って、当審議会の考えを述べる。 

 

１ 目指すべき滋賀の地域公共交通の姿に向けた税負担の議論のあり方につい

て 

(1) 地域公共交通を支えるために新たな税負担を求めるべき理由について 

地域公共交通を支えるために新たな税負担を求めることについての議論

を開始すべき理由として、当審議会では、主に、以下の３点があると考える。 

 

ア 滋賀県基本構想等が描く将来像との関係 

地域公共交通は、単に人や物の移動手段であるだけではなく、それによ

り地域の環境や、教育、福祉などのあらゆる分野が支えられる基礎的な社

会インフラであるとともに、移動の機会を提供することにより、人々の幸

せと地域の健康を支え、文化を育むものでもあることから、滋賀県基本構

想（平成 31 年３月策定）が目指す「未来へと幸せが続く滋賀」の実現に不

可欠なものである。 

また、滋賀県都市計画基本方針（令和４年３月策定）においては、各種

拠点や主要施設を公共交通軸や公共交通網で結ぶ拠点連携型都市構造を

目指すことが謳われており、滋賀県の県土構造を効率的な公共投資と持続

可能な経済成長を実現する 21 世紀型の都市構造としていくためにも、地

域公共交通の維持・充実は、欠くことのできないものである。 

そして、この滋賀県都市計画基本方針を受けて、貴県では、目下、「滋賀

交通ビジョン」の見直しが進められており、それぞれの地域特性に応じた

交通手段によって、誰もが行きたいときに、行きたいところに移動ができ

る公共交通の姿が描かれることが期待される。 

加えて、公共交通の維持・充実は、自動車に過度に依存しない生活につ

ながり、貴県が進めるＣＯ２ネットゼロ社会づくりの観点からも重要であ

る。 

したがって、地域公共交通の維持・充実を確実なものとするために、そ

の財源として税負担のあり方を考えていくことは、滋賀県基本構想を始め

として、滋賀県都市計画基本方針や見直し後の「滋賀交通ビジョン」 を確

3

実に実現させるために必須の取組であるのみならず、貴県が目指すＣＯ２

ネットゼロ社会の実現にも資することから、早期にその議論を開始する必

要がある。 

イ 様々な環境の変化に伴う地域公共交通の危機を転機とする対応

2050 年の将来人口予測によれば、滋賀県内において、引き続き人口が増

加する地域と、そうではない地域とで、人口の偏りが大きくなることや、

少子高齢社会の到来に伴う単身世帯（特に高齢者の単身世帯）の増加によ

る世帯分布の偏りが大きくなることが予想される。 

こうした将来推計を前提とした人口分布下においては、地域公共交通は、

これまでのような利用者負担の考え方では、全県的に維持することが相当

困難となり、仮に地域公共交通が維持されなくなると、そういった人口分

布の偏りが一層加速化するという、負の循環に陥ってしまうことが容易に

予想される。 

また、新型コロナウイルス感染症のまん延に伴う人流の減少や訪日外国

人旅行の消失などにより、地域公共交通は、利用者の更なる減少により、

極めて深刻な状況に陥っており、既存の民間交通事業者が当然に存在する

という認識は、改めるべき時が来ている。 

加えて、現下の緊迫化する世界情勢が、交通事業者に与える影響はもと

より、地方自治体の税財政そのものに与える影響も決して看過できない。 

したがって、このような様々な環境の変化がもたらす地域公共交通の危

機を転機として、その維持・充実に戦略的に取り組むことを通して、県全

体の発展につなげていくとともに、先に述べた滋賀県都市計画基本方針が

描く拠点連携型都市構造の実現へ向けた取組を新たな行政課題と捉えて

いくことが求められているのであり、そうした取組を確実なものとするた

めの地域の自主財源を安定的に得るためにも、新たな税負担を求めること

が必要である。 

ウ 交通に対する基本的な需要を適切に充足するための財源の必要性

平成 25 年（2013 年）に成立した交通政策基本法においては、移動権・

交通権といった文言が含まれることには至らなかった。また、交通を、「国

民生活の安定向上及び国民経済の健全な発展を図るために欠くことので

きないもの」であるとし、「交通に対する基本的な需要が適切に充足され

ることが重要である」と位置付けているものの、国においては、そのため

の明確な財源的な手当てまでは検討されていない。 

確かに、広く県民一般が受益者となりうる行政分野は他にも存在するが、

－119－



 

 

4 
 

例えば、子ども子育てを含む社会保障の分野については消費税・地方消費

税収を社会保障施策に要する経費に充てることが明確化され、また、脱炭

素・ＣＯ２ネットゼロ社会づくりの分野については炭素税の導入が現に議

論されていることなどと比べると、地域公共交通の分野については、これ

まで交通事業者の自助努力にその多くを依存し、財源論が置き去りにされ

てきた面がある。 

そこで、誰もが行きたいときに行きたいところに移動ができる地域公共

交通を構築するための取組はもとより、その地域公共交通をしっかりとし

た財源に裏打ちされたものとしていこうとする取組については、ただ国の

動きを待つのではなく、地方自治体としてもその地域特性に応じて、積極

的な努力と試行錯誤が求められている一方で、本来主体となるべきは基礎

自治体であるとはいえ、交通はネットワークであり広域的な観点が不可欠

であることや、個々の市町の取組では対応に差が生じるおそれもあること

から、広域自治体である県が、積極的に市町に働きかけて取り組むことも

求められている。 

滋賀県は、歴史的にも交通の要衝とされてきた。また、県政世論調査で

は、地域公共交通に関する項目が 11 年連続で不満度ナンバー１であり、

地域公共交通の維持・充実への県民ニーズも高いことが窺われる。したが

って、そのような滋賀県においてこそ、国に先んじて地域公共交通を支え

るための新たな税負担に向けた取組に積極果敢に挑戦することにより、利

用者の減少と利用料金の引上げとの負のスパイラルを超克するための全

国の先駆けとなる先進事例を創出し、全国へと発信していくべきである。 

 

(2) 税負担を求める上での議論のあり方について 

貴県は、現在進めている「滋賀交通ビジョン」の見直しの中で、目指すべ

き滋賀の地域公共交通の姿を描こうとされている。そのため、その実現に向

けた財源となる新たな税負担を検討する際には、目指すべき姿だけが先行し

てしまって税を含めた財源の議論が後回しになるべきではなく、かといって、

税負担の議論が先行して目指すべき姿の検討がしにくくなることもあって

はならないことから、目指すべき地域公共交通の姿と財源を巡る議論は、同

時並行で、あたかもキャッチボールをするかのように進めていく必要がある。 

また、住民との合意形成については、先の答申（令和３年４月 21 日）に

おいても４つの事項を提示しているが、「より良き自治の追求」につなげて

いくためにも、更に、以下の３点に配慮が必要である。 

 

ア 参加型税制 
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例えば、子ども子育てを含む社会保障の分野については消費税・地方消費

税収を社会保障施策に要する経費に充てることが明確化され、また、脱炭

素・ＣＯ２ネットゼロ社会づくりの分野については炭素税の導入が現に議

論されていることなどと比べると、地域公共交通の分野については、これ

まで交通事業者の自助努力にその多くを依存し、財源論が置き去りにされ

てきた面がある。 

そこで、誰もが行きたいときに行きたいところに移動ができる地域公共

交通を構築するための取組はもとより、その地域公共交通をしっかりとし

た財源に裏打ちされたものとしていこうとする取組については、ただ国の

動きを待つのではなく、地方自治体としてもその地域特性に応じて、積極

的な努力と試行錯誤が求められている一方で、本来主体となるべきは基礎

自治体であるとはいえ、交通はネットワークであり広域的な観点が不可欠

であることや、個々の市町の取組では対応に差が生じるおそれもあること

から、広域自治体である県が、積極的に市町に働きかけて取り組むことも

求められている。 

滋賀県は、歴史的にも交通の要衝とされてきた。また、県政世論調査で

は、地域公共交通に関する項目が 11 年連続で不満度ナンバー１であり、

地域公共交通の維持・充実への県民ニーズも高いことが窺われる。したが

って、そのような滋賀県においてこそ、国に先んじて地域公共交通を支え

るための新たな税負担に向けた取組に積極果敢に挑戦することにより、利

用者の減少と利用料金の引上げとの負のスパイラルを超克するための全

国の先駆けとなる先進事例を創出し、全国へと発信していくべきである。 

 

(2) 税負担を求める上での議論のあり方について 

貴県は、現在進めている「滋賀交通ビジョン」の見直しの中で、目指すべ

き滋賀の地域公共交通の姿を描こうとされている。そのため、その実現に向

けた財源となる新たな税負担を検討する際には、目指すべき姿だけが先行し

てしまって税を含めた財源の議論が後回しになるべきではなく、かといって、

税負担の議論が先行して目指すべき姿の検討がしにくくなることもあって

はならないことから、目指すべき地域公共交通の姿と財源を巡る議論は、同

時並行で、あたかもキャッチボールをするかのように進めていく必要がある。 

また、住民との合意形成については、先の答申（令和３年４月 21 日）に

おいても４つの事項を提示しているが、「より良き自治の追求」につなげて

いくためにも、更に、以下の３点に配慮が必要である。 

 

ア 参加型税制 
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納税者である住民が、単に費用を負担するだけではなく、負担を巡る議

論を通じて、ともに地域の将来像を描いていく仕組みであるとも言える参

加型税制の考え方に立ち、税を巡る議論に多くの住民が参加することによ

り、その住民との合意形成の過程自体を通じて、住民のニーズを掘り起こ

していくとともに、住民にも理解と納得感を持ってもらうことが肝心であ

る。したがって、たとえ、事務手間やコストが必要になるのだとしても、

可能な限り、住民との対話や熟議を経ることで、その合意形成の過程自体

を、地域コミュニティの再生や、ソーシャルキャピタルの再構築につなげ

ていくべきである。 

 

イ 県民参加を促す工夫 

合意形成の過程には、なるべく多くの県民参加を促す必要があり、その

ために工夫を凝らすことが必要である。具体的には、多様な参加手段を設

けるとともに、行政と県民との対話だけではなく、県民相互の意見交換が

可能となるような方式も模索するべきである。 

 

ウ 税の議論を合わせて行うことの意味 

税負担の議論が、地域公共交通のあり方の議論と一体的に行われること

により、後者の議論がより一層真剣なものとなることが期待される。また、

税の議論を合わせて行うことにより、新たな税制が導入された場合に、単

に負担増となる面だけではなく、それにより負担減となる面や便益が増加

する面についても含めて、総合的に議論することが可能となる。 

 

２ 地域公共交通施策における県と市町の役割分担を踏まえた税負担の考え方

について 

(1) 県と市町の関係性について 

まずもって、県と市町とは対等な関係であり、相互に協調するパートナー

であるとの認識に立って対話することが前提である。また、県は、補完性の

原理に基づき、県全体の均衡を図る必要などから、率先して主導権を発揮し

たり、最終的には県の責任のもとで判断を下したりするべき場合もあるとは

いえ、そのような場合であっても、県は、「より良き自治の追求」のために、

可能な限り、各市町の自主性・自立性が持続的に最大限発揮されるような条

件を整えるための役割を果たすべきであって、県の考えを各市町に一方的に

押し付けることは慎まなければならない。 

このことを前提として、地域公共交通を支えるための税制について検討し

ていくにあたっては、更に、以下の点に留意が必要である。 
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ア 交通圏の概念 

地域公共交通を考える際には、各市町の行政区域にとどまらない広域的

な交通圏を考慮しなければ非効率となる場面も多く、関係市町による連携

を促すためには、県による積極的な橋渡しが必要となる。したがって、地

域公共交通を支えるための新たな税制について検討する場合においても、

そうした観点も踏まえて、個々の市町税としてではなく県税として、その

あり方を考える必要がある。 

 

イ 縦割り行政の超克 

県および市町ともに、都市計画と交通政策の担当部署が別々になってい

ることも多く、ましてや、税部局はそれらとは別の部局となっていること

から、新しい税制について検討する際には、こうした行政内部での縦割り

を乗り越えて一体となって取り組んでいくことが必要となる。なお、その

ための方法としては、何らかの協議会を形成することや、既存の協議会を

活用することも考えられる。 

 

ウ 他の行政分野との連携 

地域公共交通は、環境、教育、健康などのあらゆる行政分野に関係する

ことから、そのあり方を考える際には、都市計画、交通政策、税制を所管

する部局のみならず、他部局の関連施策も結び付けて考えることになる。

したがって、新たな税負担を議論していく際にも、様々な観点からの受益

と負担のバランスについて考慮していくことが求められる。 

 

(2) 市町に及ぶ効果についての考え方 

地域公共交通を支えるための財源確保策については、各市町がそれぞれに

検討し、新たな税制を市町税として検討することが考えられるとはいえ、１

で述べたように、滋賀県基本構想等の実現や、全県的な地域公共交通の維持・

充実および県単位で交通に対する基本的な需要を充足していくことの必要

性に鑑みると、市町単位での取組を超えて、県として財源確保策を検討して

いくことが必要となる。 

その際、県税として徴収する以上は、県の事業・施策に充当することを通

じて、県内各市町にも効果が及ぶ形とすることが基本となる。また、新たな

税制の納税義務者や課税客体によっては、税収のうちの一定額を市町の事

業・施策に充当することを検討する必要が出てくることも考えられるが、そ

の場合には、県の事業はもとより、市町の充当事業・施策においても、以下
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ア 交通圏の概念 

地域公共交通を考える際には、各市町の行政区域にとどまらない広域的

な交通圏を考慮しなければ非効率となる場面も多く、関係市町による連携

を促すためには、県による積極的な橋渡しが必要となる。したがって、地

域公共交通を支えるための新たな税制について検討する場合においても、

そうした観点も踏まえて、個々の市町税としてではなく県税として、その

あり方を考える必要がある。 

 

イ 縦割り行政の超克 

県および市町ともに、都市計画と交通政策の担当部署が別々になってい

ることも多く、ましてや、税部局はそれらとは別の部局となっていること

から、新しい税制について検討する際には、こうした行政内部での縦割り

を乗り越えて一体となって取り組んでいくことが必要となる。なお、その

ための方法としては、何らかの協議会を形成することや、既存の協議会を

活用することも考えられる。 

 

ウ 他の行政分野との連携 

地域公共交通は、環境、教育、健康などのあらゆる行政分野に関係する

ことから、そのあり方を考える際には、都市計画、交通政策、税制を所管

する部局のみならず、他部局の関連施策も結び付けて考えることになる。

したがって、新たな税負担を議論していく際にも、様々な観点からの受益

と負担のバランスについて考慮していくことが求められる。 

 

(2) 市町に及ぶ効果についての考え方 

地域公共交通を支えるための財源確保策については、各市町がそれぞれに

検討し、新たな税制を市町税として検討することが考えられるとはいえ、１

で述べたように、滋賀県基本構想等の実現や、全県的な地域公共交通の維持・

充実および県単位で交通に対する基本的な需要を充足していくことの必要

性に鑑みると、市町単位での取組を超えて、県として財源確保策を検討して

いくことが必要となる。 

その際、県税として徴収する以上は、県の事業・施策に充当することを通

じて、県内各市町にも効果が及ぶ形とすることが基本となる。また、新たな

税制の納税義務者や課税客体によっては、税収のうちの一定額を市町の事

業・施策に充当することを検討する必要が出てくることも考えられるが、そ

の場合には、県の事業はもとより、市町の充当事業・施策においても、以下
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の点も踏まえたものとする必要がある。 

 

ア 効果の検証 

追加負担をすることとなる住民の納得感につなげるためにも、住民との

対話から明らかとなったニーズも考慮して、使途を明確にし、「滋賀交通

ビジョン」の実現に資するものとなっているか、事業・施策の進捗管理を

するとともに、成果を検証できるようにする必要があるのではないか。ま

た、そうした効果検証のプロセス自体を見直していくような機会も設ける

必要があるのではないか。 

 

イ 広域的な効果 

単に各市町の区域内における効果を持つに留まるのではなく、持続可能

な地域公共交通ネットワークの構築につながるなど、「滋賀交通ビジョン」

の実現に資するものである必要があるのではないか。 

 

ウ 住民参加の手続 

新たな税制の導入や導入後の取組を通じて、地域コミュニティの再生に

もつなげていこうとする観点からは、単に地域公共交通の維持・充実のみ

ならず、各市町における住民自治の涵養につなげるためにも、政策形成過

程において住民参加による議論を経てその使途が決定される仕組みが設

けられている必要があるのではないか。 

 

３ 税負担を求める場合の税収の使途と課税方式について 

(1) 使途について 

将来の地域公共交通の姿をどのように描くのかについて、県民との合意形

成を図ることが先決であって、その目的が共有されるのであれば、それに応

じて、そのために必要な手段となる施策が決まるのであり、新たな税収はそ

の施策に充当されることとなる。 

そうした前提のもとで、県民参加のもとで使途について考える際には、次

の３点に留意が必要である。 

 

ア 地域公共交通の変化への対応 

既存の地域公共交通の利便性や魅力を高めるための取り組みはもとよ

り、デジタルトランスフォーメーションやアフターコロナの状況において、

地域公共交通の姿や、求められる住民ニーズは大きく変わりつつあること

から、既存の交通手段に限定することなく、多様な交通手段の可能性が広
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がっていくような使い道を考えるべきである。 

 

イ 地域間の格差への対応 

地域公共交通が既に比較的充実している地域と、必ずしもそうではない

地域があることから、どのような地域であっても納得感が得られるような

使途を県民との対話を通じて模索する必要がある。その際には、地域ごと

に求められる交通体系が異なり、地域公共交通を維持・充実させることに

より目指すべき地域環境の姿が異なることにも配慮しつつ、丁寧に合意形

成を図るとともに、新たな税収により実施される地域公共交通の維持・充

実策により、県全体に利益がもたらされることを示せるようにする必要が

ある。 

 

ウ 本来の目的に見合った税収規模と使途への限定 

当然のことながら、本来の目的に見合った税収規模を設定するべきであ

り、税収規模に合わせて事業規模が設定されるようなことがあってはなら

ない。 

 

(2) 課税方式について 

新たな税負担を求める場合の課税方式については、法定外税方式と超過課

税方式が考えられるが、地域公共交通の維持・充実による受益が、単にその

利用者だけではなく、幅広い関係者に及ぶことを踏まえると、既存税目に対

する超過課税方式から検討することが考えられる。 

その上で、どのような税目での超過課税とするかについては、新たな税負

担に基づき実施する事業・施策の受益者や効果などを踏まえて決定すべきで

あり、単一の税目における超過課税に限定することなく、複数の税目を組み

合わせることも選択肢となる。また、県民の納得と理解が前提となるので、

どのような税目を組み合わせていくのかについても、県民との議論を踏まえ

て考えるべきである 。 

そこで、税目ごとの趣旨等を踏まえて論点を整理すると、以下のとおりで

ある。 

なお、以下のいずれの税目に対する超過課税を行うことになったとしても、

当該超過課税による税収を会計上においても明確に区分するとともに、超過

課税を実施しているという事実について、十分に周知し、県民の認知度を向

上させることにより、しっかりとコスト意識を持ってもらうことが肝要であ

る。 
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がっていくような使い道を考えるべきである。 

 

イ 地域間の格差への対応 

地域公共交通が既に比較的充実している地域と、必ずしもそうではない

地域があることから、どのような地域であっても納得感が得られるような

使途を県民との対話を通じて模索する必要がある。その際には、地域ごと

に求められる交通体系が異なり、地域公共交通を維持・充実させることに

より目指すべき地域環境の姿が異なることにも配慮しつつ、丁寧に合意形

成を図るとともに、新たな税収により実施される地域公共交通の維持・充

実策により、県全体に利益がもたらされることを示せるようにする必要が

ある。 

 

ウ 本来の目的に見合った税収規模と使途への限定 

当然のことながら、本来の目的に見合った税収規模を設定するべきであ

り、税収規模に合わせて事業規模が設定されるようなことがあってはなら

ない。 

 

(2) 課税方式について 

新たな税負担を求める場合の課税方式については、法定外税方式と超過課

税方式が考えられるが、地域公共交通の維持・充実による受益が、単にその

利用者だけではなく、幅広い関係者に及ぶことを踏まえると、既存税目に対

する超過課税方式から検討することが考えられる。 

その上で、どのような税目での超過課税とするかについては、新たな税負

担に基づき実施する事業・施策の受益者や効果などを踏まえて決定すべきで

あり、単一の税目における超過課税に限定することなく、複数の税目を組み

合わせることも選択肢となる。また、県民の納得と理解が前提となるので、

どのような税目を組み合わせていくのかについても、県民との議論を踏まえ

て考えるべきである 。 

そこで、税目ごとの趣旨等を踏まえて論点を整理すると、以下のとおりで

ある。 

なお、以下のいずれの税目に対する超過課税を行うことになったとしても、

当該超過課税による税収を会計上においても明確に区分するとともに、超過

課税を実施しているという事実について、十分に周知し、県民の認知度を向

上させることにより、しっかりとコスト意識を持ってもらうことが肝要であ

る。 
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ア 資産課税についての考え方

地域公共交通を支えるための税制は、安定財源であることが必要であり、

また、地域公共交通の充実による受益との関係も考慮するならば、固定資

産税等の資産課税に対する超過課税が考えられる。しかし、固定資産税は

市町税であり、各市町が歩調を合わせて超過課税を導入することには困難

を伴うことが予想される。一方で、県税である不動産取得税で超過課税を

行うことも考えられるが、同税は流通税であり、不動産の取得が発生した

ときにしか課税されないことから、受益との関係が不十分である。 

イ 個人県民税と法人二税についての考え方

地域公共交通の維持・充実による受益が広く県民一般に及ぶことを考え

るならば、県民税に対する超過課税が考えられる。このうち個人の県民税

については、琵琶湖森林づくり県民税として既に超過課税している均等割

のみでは十分な税収を確保できない場合には、この他に、所得割を超過課

税の対象にすることも考えられる。一方で、法人の県民税についても、超

過課税により確保が可能な税収規模についても考慮すると、均等割のみな

らず法人税割や、さらには法人事業税も含めて超過課税を実施することが

考えられるが、赤字法人の取扱に課題が残ることに加え、法人事業税を対

象とする場合には、地域公共交通の維持・充実を図ることが、県全体の経

済成長等に資することの説明が求められる。 

ウ 車体課税についての考え方

ＣＯ２ネットゼロ社会づくりの観点や、渋滞解消を目指し道路損耗等を

軽減するといった観点からも、自動車利用から公共交通利用への転換とい

う行動変容を促すことを目的とするのであれば、市町税である軽自動車税

種別割との均衡を図る必要があるが、県税である自動車税種別割に対する

超過課税が考えられる。この場合には、自動車保有者が減少するに伴って、

税収も減少することとなるため、恒久的な安定財源とはなり得ない点に留

意が必要であるが、自動車利用の減少に連れて、地域公共交通の利用者が

増加すれば、それに伴う運賃収入の増加を見込むことができることも考慮

する必要がある。 
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